
平成３０年度事業計画
【概 要】

当財団及び社会医学技術学院においては、平成２８年度に開始した中期事業計画の重点目標及び

具体的施策に基づいて、目下様々な取り組みを行っております。

中でも特筆すべき事項として、学校法人化については、その前提となる校地自己所有の要件を満

たすため、昨年１１月の理事会・評議員会によってご承認いただいた補正予算に基づき、駐車場を

含めた学校用地の取得を本年２月９日に無事完了いたしました。同じくご決議いただいた準学校法

人日本リハビリテーション学舎の設立認可申請及び学院の設置者変更承認申請を本年４月２０日ま

でに完了し、来年４月には当法人の資産の寄付を受けて学校法人を設立し、社会医学技術学院の運

営を移行するべく準備を行ってまいります。さらに今後は「実践的な職業教育を行う高等教育機関

の制度化」として平成３１年度にスタートする専門職大学／短大についての情報を収集し、実現性

を検討してまいります。

財団の実施する事業のうち、教育力グレードアップ講座や研究助成、講師派遣、広報誌発行など

の公益目的支出計画に基づく継続事業については、平成３０年度をもって終了の手続を行う方向で

検討いたします。平成２８年度より受託している地元小金井市の介護予防支援事業については、地

域貢献事業の一環として概ね順調に実施しており、３１年度以降は準学校法人の収益事業として引

き続き受託・実施していく見通しです。

学院における入学生の募集状況については、１８歳人口の減少や好調な就職戦線などを背景とし

た応募者数の減少基調が続くなか、中期事業計画に沿った学生募集の強化策として、さまざまな取

り組みを企画実施しております。学院独自の給付型奨学金や有資格者入学金減免制度、学費特別分

納制度など各種の経済支援策を平成２９年度からスタートしたほか、説明会を初めとする各種イベ

ントの実施や高校・大学の訪問など、広報・応募者対策の強化が挙げられます。昼間部は昨年に引

き続き定員を確保できる見通しであり、夜間部と併せた３月１２日現在の合計は１３３名と、昨年

とほぼ同程度の入学者を予定しております。また次年度には、指定校推薦入学制度を開始する予定

です。

同じく中期事業計画に記載されたその他の取り組みのうち、キャリア支援室については昨年より

運用を開始し、人事評価制度についても、平成３０年度からの本格運用を前に、昨年 4 月より試験

的に開始いたしました。また教育における社医学メソッドの構築や、管理運営に関するＰＤＣＡサ

イクルの構築について、今後の課題として取り組んでまいります。

財務の状況については、次年度予算案において経常費用合計（約４億５千万円）を約２６％上回

る学納金等の収入（約５億６千７百万円）を得る見込みです。平成２９年度決算においては、土地

取得による内部留保の大幅な減少となり、年間経常費用に対する金融資産の残高は学校を安定的に

運営する指標とされる 200％に対し、160～170％程度となることが想定されますが、借入金はな

く、今後２～３年で２００％の水準へ戻せるものと考えております。



【事 業 計 画】

Ⅰ リハビリテーション技術者の養成事業（定款第４条第１号関係）

医療専門課程 修業年限４年〔夜間部〕理学／作業療法学科(総定員２８０名)
医療専門課程 修業年限３年〔昼間部〕理学療法学科(総定員２１０名)
（１）入学式 平成３０年４月７日（土）

夜間部 理学療法学科（第４６） ３５名入学予定
作業療法学科（第３９） ３０名入学予定

昼間部 理学療法学科（第３６） ７２名入学予定
（２）学生健康診断 平成３０年 ６月 ５日（火）
（３) 体 育 祭 平成３０年 ６月 ９日（土）
（４) 文 化 祭 平成３０年１１月１１日（日）
（５）学校説明会 平成３０年４月～平成３１年３月（１２回開催予定 ）
（６) 平成３１年度学生募集（ 各学科定員 ）

平成３０年６月 ～ 平成３１年３月下旬
（ＡＯ・指定校推薦・高校推薦・社会人・一般・特別入学試験）

（７) 卒業式 平成３１年３月１６日（土）
夜間部 理学療法学科 卒業生（第４３期）

作業療法学科 卒業生（第３６期）
昼間部 理学療法学科 卒業生（第３４期）

（８) 理学療法士・作業療法士国家試験 平成３１年２月下旬

Ⅱ 教育力グレードアップ講座事業（定款第４条第２号関係）

全８回の講座を予定しています

Ⅲ 研究助成事業（定款第４条第３号関係）

前年同様最大８課題の研究課題を募集いたします

Ⅳ リハビリテーション技術の普及啓発及び広報誌の発行事業（定款第４条第４号関係）

関係学会や研究会等に教員を派遣し、新技術知識の収集を行うとともに、定期刊行物
（リハビリテーションひろば）の発行を予定しています

平成３０年 １０月 第６３号

Ⅴ 講師派遣（定款第４条第５号関係）

地方自治体の保健医療行政への協力やリハビリテーション技術･知識の普及啓発活動
の一環として、関係諸団体への講師派遣など、昨年同様、約４００件程度の職員派遣
実施を予定しています。

Ⅵ 小金井市の受託事業（定款第４条第６号関係）

前年度に引き続き小金井市の地域リハビリテーション活動支援事業を受託、実施する
予定です。


